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統計的検定学習支援用ウェブアプリケーション
BuMocの開発
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概要：2008年に日本においても新しい学習指導要領が改訂され，公式を暗記して計算練習する旧来の統計
教育ではなく，データに基づく科学的な問題解決力をコンピテンシーとして定着させる，新しい枠組みの
下での統計教育を指向している．しかし，一般に，データ分析の経験がなく，抽象化された演繹的思考法
を主に教授してきた学校の教員にとって，どのようにこの授業を展開していけばいいのか，現場の戸惑い
の声は大きい．そこで，統計分析の知識や経験がなくても，計算の仕方や数式，公式が分からなくても，
適切かつ手順をふんだ関連のある複数の検定結果が同時に得られ，また，採用できる検定結果とできない
検定結果が視覚的に見分けられる機能を備えた統計的検定の学習支援システムを開発した．本システムを
用いることで，比較したい群をドラッグアンドドロップで指定するだけで正規性の検定から多重比較まで
23種類の検定結果が得られる．受講者数 100人を超える大学 3年生の授業でシステムの有用性を確認し
た．授業実施前と後における対応のある差の検定結果，高い有意差が認められた．ユーザはシステムのマ
ニュアルを読むことで自主的に各種検定手法を学ぶことができることが示唆された．
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Abstract: In 2008, the new course of study was revised in Japan, instead of traditional statistical education
to practice calculation by memorizing the formula, it is oriented towards statistical education under a new
framework of establishing scientific problem solving ability based on data as a competency. In general, how-
ever, the school teachers have mainly taught the abstracted deductive thinking method without data analysis
experience. There is also great apprehension from them because they do not know how to develop this lesson.
Therefore, we developed a web application for learning support of statistical tests. Even if they do not have
knowledge or experience in statistical analysis, they can obtain multiple relevant test results that are appro-
priate and procedural at the same time. In addition, the web application has a function that can visually
distinguish between test results that can be adopted and test results that can not be taken. Using the web ap-
plication, 23 types of test results are obtained from the test of normality to multiple comparison only by spec-
ifying the group to be compared by drag and drop. We confirmed the usefulness of the web application among
100 third year university student participants. As a result of statistical significance test of the difference be-
tween responses before and after the class, a very high significant difference was recognized. Furthermore, it is
suggested that users can learn various test methods voluntarily by reading the manual of the web application.
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1. はじめに

2007年に，「21世紀の知識創造社会に向けた統計教育推

進への要望」[1]が提言され，学習指導要領の数学科の中で

「資料の活用」と「データ分析」の単元が設定され，中・高等

学校で数学の 1つの項目として，統計思考力の育成教育が

始まった [2]．垣花 [2]によると，統計思考力の育成は統計

リテラシーの教育であり，このような不確実性の事象の扱

いを含め，基礎的な統計知識をもとに，情報をまとめ，分析

し，バラツキや確率を考慮し，問題解決をしたり，論理的に

説明したり，批判的考えができる力を育成することになる．

他方，社会科学において，答えが未知である問いを解決

しようとする研究の基礎力であるリサーチリテラシーを教

える機会が重要であるとされており [3]，谷岡 [4]は，社会

調査におけるリサーチリテラシーのことを「事実や数字を

正しく読むための能力」と呼んでいる．また片瀬 [5]は，社

会調査教育において分析技法の教育にさらに力を注ぐ必要

があるとしながら，リサーチリテラシーに統計リテラシー

を合わせた形で統計的リサーチリテラシーという言葉を用

いている．

以上より統計リテラシーにおける統計とはリサーチリテ

ラシーに含まれる機能の 1つの分析技法であることから，

アンケート調査機能と統計分析機能を備えたツールの開発

を目的とする本稿においても，片瀬 [5]にならい，統計リ

テラシーとリサーチリテラシーの両方の意味を持つ統計的

リサーチリテラシーを用語として用いた．

1.1 統計的リサーチリテラシー教育の現状と課題

アメリカ数学会のカリキュラムアクションプロジェクト

が発表した 1992年の Cobbレポート [6]は，推奨事項とし

て， 1© 活用を意識した統計思考力（統計的問題解決力）を
重視する， 2© 理論や公式，計算方法と計算演習は控えめに
して，データそのものや統計的な考え方を重視する， 3© 問
題解決の活動学習を行う，の 3点をまとめている [7]．ま

た，1996年に，米国統計学会と全米数学協議会の共同カリ

キュラム委員会が発表した共同指針の中には，「現実に似

せたデータではなく，実際の生データを使う」，「計算の仕

方を教えるよりもコンピュータを使う」，「数式，公式の導

出はあまり重要ではない」とされている [8]．

渡辺 [7]によると，これまでの統計教育は，すでに訓練さ

れた研究者や技術者，もしくは研究を始める大学生などに，

統計の用語と統計的方法の適用の仕方（計算方法と手順）

を教えることが主であった．しかし，欧米における新しい

枠組みでの統計教育は，統計思考力を科学技術推進の第 3

の腕（the third arm：なくても生きるうえで困らないが，

あると飛躍的に効率が上がる手段）として位置付けられて

おり，学校教育の早期より，児童・生徒に，身の回りの問

題の解決に統計を結び付けて思考させ，解釈させ，さらに

新しい仮説の創造に至る大きな流れを，繰り返し経験させ

ることで思考力を育成する方式を取っている．一般に，不

確実性をともなう現実の問題をデータのバラツキ（分布）

で表現し確率モデルに基づいて推論（予測）する統計的な

概念は，大学生や大人にとっても理論だけで学ぶことは困

難である．したがって，欧米では，学校教育の早い段階か

ら，身の回りのデータに親しみ，目的に沿ったデータの収

集と分析，結果の解釈・議論という一連のプロセスを繰り

返し経験させ，日常のアクションに統計リテラシーの素養

を結び付ける教育カリキュラムとなっている．

一方，東証一部，二部の上場全企業を対象に国立教育政

策研究所が行った「企業の算数・数学教育への期待」調査

報告 [9]では，回答企業の 9割以上が学校教育に期待する

算数・数学内容として，「データに基づいて予測すること」

を「特に大切」，「特に大切にしている部課・部署がある」

と回答している．

日本においても，これらに後押しされる形で，文部科学

省中央教育審議会 [1]の提言に基づき，2008年に新しい学

習指導要領 [10]が改訂され，公式を暗記して計算練習する

旧来の統計教育ではなく，データに基づく科学的な問題解

決力をコンピテンシーとして定着させる，新しい枠組みの

下での統計教育を指向している．しかし，一般に，データ

分析の経験がなく，抽象化された演繹的思考法を主に教授

してきた学校の教員にとって，どのようにこの授業を展開

していけばいいのか，現場の戸惑いの声は大きい [7]．

また，片瀬 [5]は，実際の社会調査教育の現場では，たと

えば社会調査士育成をめぐっても，大学間の格差が存在す

るだけでなく，量的調査では検定や多変量解析，質的調査

ではフィールドノーツやドキュメントの分析技法の教授ま

では十分になされていない問題点があり，今後はデータ収

集の方法だけでなく，こうした分析技法の教育にさらに力

を注ぐことが，社会調査教育の課題となると指摘している．

こうした中で滋賀大学が平成 29年に，横浜市立大学が平

成 30年にそれぞれ「データサイエンス学部」を開設した．

総務省 [11]によると，データサイエンスとは，「データに

基づく数量的な思考により，課題を解決に導く能力」であ

る．また，2008年に新しい学習指導要領の改訂もあり，統

計教育に関する関心は高まっているものの，具体的な指導

方法に苦慮しており，実践的授業の推進を図るために，適

切な教材の作成や提供が必要となっている，としている．

1.2 統計的リサーチリテラシー教育における IT活用

渡辺ら [12]によれば，従来の統計学の講義形態は数理的

解説が主であり，データの解析ツールとしての実践的な指

導がともなわない点が少なからず問題であった．しかし，

近年のインターネットの普及は，マルチメディアや動的グ

ラフ，データ提供サイトの活用を通して，受動学習から能

動型・参加型学習へ，また理論学習から効率的な実践学習
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への移行を容易にする新媒体の教材開発を可能にしてい

るとし，統計書籍専用検索エンジンの開発，エクセルと分

析マクロを利用した教育用統計分析プログラムの開発な

どを試みた．また，渡辺ら [13]は，統計基礎学習のための

e-learning教材「身近な統計（Web版）」を研究開発した．

さらに，ドイツ（New Statistics: www.neuestatistik.de），

韓国（韓国放送大学のWeb配信コース），中国（Renmin

University of China）との国際協力によるWebをベースに

した配信教材と教材資源の共有化，母国語でのローカライ

ゼーションも行っている．開発コストが高く予算上の制約

をともなうからである．

他には，統計の解説およびユーザがWeb上のテキスト

ボックスにデータを入力することで分析結果が得られる

「おしゃべりな部屋（プラネタリウム，星，植物，熱帯魚，

統計学）」というサイトもあり，当サイトのアクセス数は現

在 560万を超えている [14]．

これらのインターネットおよびイントラネット上のWeb

教材は，言語の障壁を設けることは学生にとって閾値を上

げるだけで効果的ではないとの共通の認識の下，教材はす

べて各国の母国語で開発されている [12]．

1.3 統計的リサーチリテラシー教育のための ITを活用し

たシステム開発の必要性

統計的リサーチリテラシーにおいて，たとえば，統計ソ

フトの SPSSを用いた 2群間の差の検定を行う際の手順は

通常次のようになる．アンケート調査による生データの収

集→分析手法の選択→変数の挿入など詳細を設定・分析
実行のボタンクリック→示された結果を読み取る，であ
る．ここで「アンケート調査による生データの収集」は，

Googleフォーム [15]を利用することで比較的簡単にアン

ケートフォームの作成と実施およびデータ収集ができる．

しかし，Googleフォームには統計分析機能がないため，改

めて SPSSなどの統計分析専用ソフトを活用することにな

るが，上述の「分析手法の選択」の段階において複数の分析

ツールの中で自ら適切かつ順序良く手法を適用，実行しな

ければならない．この段階で，たとえば，データが正規分

布に従わないときに，パラメトリック検定を使用してしま

う統計学的誤りは研究論文にもよくみられると指摘されて

いる [16]ように，統計分析の知識や経験がなければ，誤っ

た統計手法の適用や正しく手順をふまないことで間違った

解析を行ってしまう恐れがあり，人によっては難しいと思

い統計分析自体を諦めてしまうこともありうる．

また，SPSSなどの統計分析専用ソフトは高価でパソコ

ンごとにインストールをする必要がある．オープンソース

の R [17]は無料で活用できるがコーディングなどの専門知

識を要する．近年，マウスで操作できる「Rコマンダー」

や「EZR（Easy R）」[18]といったツールも開発されたが，

自ら適切かつ順序良く手法を適用，実行しなければならな

い点は変わらない．

そこで，データ収集→比較したい群をドラッグアンドド
ロップで指定→分析実行ボタンをクリック→示された結
果を読み取る，のような簡単な手順で済むシステムの開発

が考えられる．これによって，たとえば男女のように比較

対照群さえ指定すれば，後述の図 3 や図 5 のように，採用

できる検定結果とできない検定結果が視覚的に見分けられ

る分析結果が得られる．その結果，統計分析の知識や経験

がなくても，計算の仕方や数式，公式が分からなくても，コ

ンピュータを使い，コンピュータが示した結果を読み取る

ことができ，さらに，大人数を対象にした授業でも統計的

リサーチリテラシーの素養を結び付ける教育が実施できる．

これらの要求機能を備え付けたシステムはまだなく，実

用性の高いシステムの開発が必要であると考える．

2. 研究目的

以上より本稿では，統計的検定学習支援用のウェブアプ

リケーションを開発し，その有用性を検討した．

具体的には，身の回りのデータ収集を容易にするWeb

型アンケートフォームの作成と回答機能を備え，得られ

たデータを用い，統計分析の知識や経験がなくても，計算

の仕方や数式，公式が分からなくても，適切かつ手順をふ

んだ関連のある複数の検定結果が同時に得られ，さらに，

採用できる検定結果とできない検定結果が視覚的に見分

けられる機能を備える．備え付け検定機能の種類は，正

規性検定（Jarque-Bera検定），等分散性の検定（F検定，

Bartlett検定），t検定（Studentの t検定とWelchの t検定，

対応のある t検定），Mann-Whitneyの U検定，Wilcoxon

の符号付順位検定，Brunner-Munzel検定，一元配置分散

分析（ANOVA），反復測定による一元配置分散分析（one

way repeated measures ANOVA），Kruskal-Wallis 検定，

Friedman検定，多重比較（Tukey-Kramer法・Steel-Dwass

法・Bonferroni法・Sidak法・Holm法），カイ二乗検定，

Fisherの正確確率検定などである．また，出現確率の p値

は標本数に依存することから実験的操作の効果や変数間の

関係の強さを指す指標の効果量（effect size）も備え付けた

（r，η2，partial η2，f，φ，Cramer’s V）[19]．

これらの機能を有し，検定結果がWeb上のマウスやボタ

ンクリックだけでリアルタイムで得られるシステムを開発

した．その結果，システムの持つ機能によって統計分析の

知識や経験がなくても自主的に統計的リサーチリテラシー

の素養を身に着けることができる．

統計的検定学習支援用としての本システムの有用性は，

大学 3年生の 100人を超える 2回（2018年度と 2019年度）

の大人数授業で行い，評価した．具体的には，受講者に本シ

ステムを用いたアンケート調査および統計的検定を経験し

てもらい，その過程で生じた受講者の意識の変容を測ること

で確認した．ここでいう受講者の意識とは，統計的検定が
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図 1 量的データを用いたシステムの検定フロー

Fig. 1 Test flow of system using quantitative data.

表 1 開発環境

Table 1 Development environment.

できるかどうかに対する受講者の自己効力感 [20] *1を指す．

3. 開発環境

表 1 に開発環境を示した．プログラミング言語は PHP，

JavaScript，JQuery，HTML5，CSS3を，データベースは

MySQLを用いた．スマートフォンにも対応している．グ

ラフの作成はGoogle ChartsのAPIを活用した [21]．統計

的検定を行うプログラムなどは自前で組んだ．開発したシ

ステムは http://www.bumoc.netサイト上に無料公開され

ている．

4. 実装した機能の特徴と整合性

本システムの備え付けアンケートフォームの作成と回答

*1 自己効力感（Self-efficacy）とは，自分がある状況において必要
な行動をうまく遂行できると，自分の可能性を認知しているこ
と．また，指示された教育内容を達成していくための行動を，統
合し実行する能力を個人的に判断することを学業的な自己効力感
という．

図 2 質的データを用いたシステムの検定フロー

Fig. 2 Test flow of system using qualitative data.

機能を用いて得られるデータの種類は，3段階・4段階・5

段階尺度評価による量的データと二者択一・3つ以上の中

で 1つ選択型・複数選択型・自由記述型による質的データ

である．そこで，図 1 に量的データを用いた検定フロー

を，図 2 に質的データを用いた検定フローを示した．

量的データを用いた検定においては，対応のあると対応

のないに分け，また，パラメトリック検定とノンパラメト

リック検定に分け，それぞれ 2群と 3群以上の差の検定が

できる．3群以上は多重比較の結果も得られる．図 1 をみ

ると，対応の有無および 2群と 3群以上に分類され，それ

ぞれ非正規分布ならノンパラメトリック検定に分岐，正規

分布なら両方とも採用できるためパラメトリック検定にも

ノンパラメトリック検定にも分岐されている．3群以上の

各々の末端枠内の手法は多重比較である．図 2 における

→は，期待度数が 5未満のマスが出てきたときのみ Fisher

の正確確率検定結果が取得できることを指す．

対応の有無の分け方は，たとえば 20代，30代，40代の

年齢属性にそれぞれ回答があり，尺度評価の質問項目にも

それぞれの年代の回答者から回答があった場合，「対応の

ない」2群または 3群以上の差の検定画面が表示され実行

できる．20代と 30代を 1つの群にするなどグループ分け

が任意で行える．20代のみ回答があった場合は年齢によ
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図 3 対応のない 2 群間の差の検定結果の表示例

Fig. 3 Example of the independent test results between two

groups.

図 4 エクセル統計による図 3 の検定結果の整合性確認

Fig. 4 Consistency confirmation of Fig. 3 test results by Excel

statistics.

る群分けができないため実行不可能の画面に切り替わる．

「対応のある」においては，たとえば 5段階尺度による質

問項目が複数設けられ，2つの質問項目に回答があった場

合は 2群，3つ以上の質問項目に回答があった場合は対応

のある 2群と 3群以上の差の検定画面が表示される．「対

応のある」の群分けは回答者の属性でなく質問項目を用い

る．ただ「実験前」，「実験後」のように，各々の質問項目

の内容が比較対象になるか否かの判断はユーザに委ねてお

り，そのため，初心者による比較対象を誤った質問項目の

選択可能性は否めない．

備え付け検定機能の特徴は，1© 関連のある複数の検定が

図 5 対応のない 3 群間の差の検定結果の表示例

Fig. 5 Example of the independent test results among three

groups.

同時に実行され結果が示されること，また， 2© 採用しては
いけない検定結果にはその理由とともに×マークがつき，

ユーザが視覚的に判断できる，ことである．図 3 と図 5

にその例を示した．

図 3 は，対応のない 2群間の差の検定結果の表示例であ

り，Jarque-Bera検定と F検定，Studentの t検定，Welch

の t検定，Mann-Whitneyの U検定，Brunner-Munzel検
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定および効果量の結果を同時に得た．片方の群の測定値が

非正規分布（p < 0.05，以下同様）であることで Studentの

t検定とWelchの t検定は採用できないことを示している．

本稿には例を示さなかったが，2つの群の測定値の分散が

異なる非等分散（p < 0.05，以下同様）の場合も Studentの

t検定は採用できないため×マークが表示される．また，2

群間でデータ数が 1.5倍以上大きく異なる場合も Student

の t検定は採用できない [22]ように設定している．

なお，本システムでは「対応のない 2群」のデフォルト

として，Welchの t検定と Brunner-Munzel検定結果のみ

示すようにしている．図 1 の「対応のない 2群」における

破線の枠はデフォルトの状態で非表示となる検定を意味す

る．Studentの t 検定と Mann-Whitneyの U 検定はユー

ザが同時実行を選択することで図 3 のように同時に表示

される．その理由として，最近では，Studentの t検定は

Welchの t検定にとって代わり使用例が減少の傾向にあり，

正規性と等分散性といった前提条件を考慮せずに無条件で

Welchの t検定を採用する方向になっているからである．

また，Mann-Whitneyの U検定は非等分散に反応し，状況

によっては無視できないほど精度低下を招くことが知られ

ているからである [23]．

図 3 の例において，正規分布に従わないため，ユーザ

はノンパラメトリック検定結果のみ採用できることが分か

る．一般的な統計学の解説書では，正規性確認について言

及せずに t検定を行うと記載しており，Lang [16]の指摘の

ように統計学的誤りは研究論文にもよくみられる．正規分

布に従わない場合は，t検定結果はまったく意味のないも

のなので，本システムにおいては，採用できない検定結果

に対してその旨を視覚的に判断でき，ユーザが誤った検定

を行うことを防ぐことができる．正規分布の場合は t検定

結果も示され，ノンパラメトリック検定結果と比較できる．

これらの機能によって，前述のように，計算の仕方や数

式，公式はあまり重要ではなく，コンピュータを使い，コ

ンピュータが示した結果を読み取ることで，データそのも

のや統計の活用を意識した統計思考力を養うことが期待で

き，その意義は大きい．

図 4 に，図 3 の検定結果の整合性を確認するためにエ

クセル統計を用いた検定結果を示した．図 3 は図 4 の検定

結果と同様の結果を得ていることが分かる．図 3 と図 4 に

使用したデータはA群：1，2，1，1，1，1，1，1，1，1，2，

4，1，1で，B群：3，3，4，3，1，2，3，1，1，5，4である．

これらのデータは Rによる Brunner-Munzel検定などの結

果を例示・説明する際に用いられるインターネット上のも

のである [24]．統計量Wは 3.137467482303を四捨五入し

たもので，図 3 と図 4 の統計量Wの違いは表示する桁数

が原因である．Lang [16]は，桁数の多い数字は混乱を招

くだけで，報告する必要のある最小の p値は p < 0.001で

あるとしており，本システムも表示桁数を小数点 3桁にし

ている．本システムに実装したほかの検定機能も R（Ver.

3.5.1）と SPSS（Ver. 21）またはエクセル統計（BellCurve

for Excel Ver. 3.20）などを用いてその整合性を確認した．

図 5 は後述の表 7 の 2018 年度 Q4 の「実施後」の対

応のない 3群の差の検定結果であり，Jarque-Bera検定，

Bartlett検定，一元配置分散分析，Kruskal-Wallis検定，多

重比較（Tukey-Kramer法・Steel-Dwass法）の結果，およ

び効果量を同時に得ている．非等分散であることから一元

配置分散分析と Tukey-Kramer法は採用できないことを視

覚的に分かるようになっている．

本稿には示さなかったが，対応のある 2群，対応のある 3

群以上においても関連のある複数の検定結果が同時に示さ

れ，採用してはいけない検定に対してはその理由と×マー

クがつく．質的データを用いた検定では，カイ二乗検定の

結果を得られるとともに，期待度数が 5未満のマスが出て

きたときは Fisherの正確確率検定結果が同時に取得でき

る．自由記述型による回答は，備え付けのテキストマイニ

ング機能を用いることで形態素解析に加え構文解析やカイ

二乗検証と Fisherの正確確率検定を順次行うことができ

る [25]．効果量もそれぞれ取得できる．加えて，本システ

ムの備え付けアンケート調査機能で得たデータのほか，個

別で収集した任意のデータを用いることもできる．図 3 が

その例である．

本システムの具体的なインタフェースや使用方法はマ

ニュアル [26]を参照されたい．

なお，システムの処理速度を示すために，ターンアラウ

ンドタイム [27] *2を計測した．本システムは，表 7 の 2018

年度 Q1–Q7の「実施前」と「実施後」の 14項目をワンク

リックで同時に処理・画面表示する．具体的には，6種類

の検定結果を示した図 5 の処理を 14回繰り返して行い，

計 84の検定結果が同時に得られる．表 7 は本稿の表の中

で最も検定数が多く，処理に負荷がかかる．そこで，表 7

の 2018年度Q1–Q7のすべての検定結果を同時に得るため

の実行ボタンクリックから画面表示終了までの処理時間を

測った．その結果 0.18674秒であった．計測時のインター

ネット回線の下り速度は 8.27MB/secであった．

5. システムの有用性評価

5.1 方法

大学 3年生の情報系演習科目の受講者を対象に，本シス

テムを用いた統計的リサーチリテラシー教育を行い，シ

ステムの有用性を検討した．2018 年度の受講者数は 146

人，2019年度は 130人である（表 2）．システムの持つ学

習支援効果を検討するために，授業の実施前と実施後に本

*2 ターンアラウンドタイム（Turnaround Time）とは，システムに
処理要求を送ってから，結果の出力が終了するまでの時間．デー
タやコマンドの入力が終了してから，処理結果の出力が終わって
次の要求の受け入れが可能になるまでの時間のこと．
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表 3 講義スケジュールと内容

Table 3 Lecture schedule and contents.

表 2 受講者数と回答者数

Table 2 Number of students and respondents.

システムを用いてアンケートを行った．実施前と後の両方

回答者数はそれぞれの受講登録者の 61.0%と 46.9%であっ

た．本科目の 2018年度の平均出席率は 72.5%，2019年度

は 74.8%であり，表 2 の「実施前のアンケート回答者数」

と「実施後のアンケート回答者数」の平均回答率 71.8%は

平均出席率の中で得られたものである．

表 3 に 2018年度の講義スケジュールと実施内容を示し

た．合計所要時間は約 3時間 30分，所要期間は 6週間であ

る．実施時間が短く大人数であったこと，また本システム

で実施可能な検定は 23種類（図 1 と図 2）で多岐にわたる

こと，座学による検定に関する事前学習は学習意欲を下げ

てしまうなどの逆効果の恐れがあるなどの理由で，いきなり

「自分の問題意識に基づくアンケート作成→身近なデータ
取得→検定実施→レポートの作成と提出」のスケジュー
ルで実施した．なお，よく分からなくて困ったときはいつ

でもメールや直接聞きに来るように指示するとともに，各

種情報はできるだけ自らマニュアルを読んで取得するよう

に促した．その結果，2018年度授業が終了するまでに統計

的検定について直接聞きに来た受講者は 0人であった．

2019年度にもほぼ同様の形で行った．ただ，2018年度

には質問項目作成に関する指導を行わなかったが，2019

年度には 1 週目と 2 週目の間に各自作成・提出したアン

ケート調査内容を教師が一通りチェックし，2週目の授業

でフィードバックした．2018年度の実施後のアンケート

調査に「一問一問確認して問題の穴がないかもっと探すべ

きだった」，「自分が作ったアンケートより，他の人のアン

ケートのできが素晴らしかった」，「細かい質問項目の変化

が重要なのだと思いました」など自由記述の回答があった

からである．また，2019年度の 6週目に，選定したレポー

ト 10本を閲覧ではなく作成者によるプレゼンテーション

をしてもらった（所要時間 90分）．なお，2018年度実施の

際に Brunner-Munzel検定機能が実装されなかったことも

異なる点である．2019年度に統計的検定について直接聞

きに来た受講者は 1人であった．

分析にあたっては，1© 自分のデータを用いて統計分析を
行う本授業の有意義性を聞き，全体像を把握した（表 4）．

また，統計的検定の経験による受講者の変容を調べるため

に「実施前と後の両方回答者」89人（2018年度）と 61人
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表 4 「今回実施したアンケート調査（自分のデータ）による統計分

析は，あなたにとって有意義だったか？」に対する評価結果

Table 4 Evaluation results for “Was statistical analysis by the

questionnaire conducted this time (using your own

data) meaningful for you?”.

（2019年度）の回答を分析に用いるが，当該回答者数がそ

れぞれの受講登録者数の 61.0%と 46.9%であり，7割強の

平均出席率より標本数が少ない．そのため，平均出席率に

近い 7割前後の「実施後のアンケート回答者数」を「実施

前と後の両方回答者」と「実施後のみ回答者」に分けて 2

群間の差の検定を行い，本稿で用いる分析データの適切性

を検討した． 2© 各々の回答者が本システムを用いた統計

的検定の経験で生じた変容（=学習支援効果）を評価する

ために，実施前と後の両方回答者の回答をそれぞれ用い，

4段階評価による対応のある差の検定を実施，システムの

影響を検討した（表 5）． 3© 検定などの統計分析を行った

経験の有無による 2群分けをし，群間の違いを調べるため

に群ごとに 4段階評価による対応のある差の検定を実施し

た（表 6）． 4© 教師による従来型座学の影響を排除しつつ，
本システムのみ活用する授業形式をとったことから，統計

的検定の手法など受講者にとって主な情報源である備え付

けマニュアルの活用度と変容の関連性を分析した（表 7）．

なお，後述の検定結果はすべて本システムの備え付け検

定機能を活用したものである．また，以下には，関連のあ

る複数の検定結果を同時に示す機能を例示するために複数

の検定結果を同時に示した．

5.2 結果

表 4 の「今回実施したアンケート調査（自分のデータ）

による統計分析は，あなたにとって有意義だったか？」に

対する 4 段階評価による平均得点は，「実施後の回答者」

の 2018年度が 3.05，2019年度が 3.13，「実施前と後の両

方回答者」の 2018年度が 3.08，2019年度が 3.15と高い．

そして，2018年度の「実施後のみ回答者」を除いて 2019

年度の「実施後のみ回答者」が 3.10で高かった．「有意義

だった」，「どちらかといえば有意義だった」の割合の合

計は，2018年度は「実施後のみ回答者」を除いてそれぞ

れ 75.3%と 76.4%，2019年度は 88.0%と 88.6%，87.1%で

あった．

2018年度の「実施後のみ回答者」の平均得点は 2.83，「有

意義だった」と「どちらかといえば有意義だった」の割合の

合計は 66.6%で両方とも他より低かった．そこで，2018年

度の「実施前と後の両方回答者」と「実施後のみ回答者」に

対して差の検定を行った結果，有意差が認められなかった

（Brunner-Munzel検定結果 p = 0.581，r = 0.157，Mann-

Whitney の U 検定結果 p = 0.517，r = 0.066 であった．

Studentの t検定はデータ数が 2群で 1.5倍以上異なること

や正規分布に従わないため，Welchの t検定は正規分布に従

わないため不採用）．2019年度の「実施前と後の両方回答者」

と「実施後のみ回答者」の間にも有意差が認められなかった

（Brunner-Munzel検定結果 p = 0.773，r = 0.037，Mann-

Whitneyの U検定結果 p = 0.775，r = 0.030．Studentの

t検定とWelchの t検定は上記 2018年度と同様）．両年度

の「実施前と後の両方回答者」と「実施後のみ回答者」の

間に有意差が認められなかったことから，「実施前と後の

両方回答者」は本授業の平均出席率とほぼ近い「実施後の

回答者」を代表するもの，すなわち本稿で用いる分析デー

タとして適切であると考えられた．

なお，学習にとっては意欲が重要で，学習する達成要求

の高い者は，行動の反復によって改良が加えられるが，低

い者はそうでないことが実証されている [20]．学習する達

成要求の高い者も低い者も混在していると考えられる 100

人を超えた大人数授業において，上記の平均得点と割合は，

本システムを用いた統計的検定の経験が有意義であったこ

とを示唆している．

表 5 に，授業の「実施前」と「実施後」における受講者

の変容を調べる目的で行った 4段階評価による対応のある

差の検定結果を示した．授業実施後の各々の質問項目には

BuMocを活用すればの語句を追加し，授業実施前の質問項

目には当該文章を入れないことで，システムの持つ学習支援
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表 5 BuMoc の有用性に関する対応のある差の検定結果

Table 5 Results of paired test on the effectiveness of BuMoc.

効果を評価できるようにした．正規性確認は Jarque-Bera

検定によるもので ---は正規分布に従わないため不採用し

たことを指す．4段階の尺度は，「できると思う = 4」，「ど

ちらかといえばできると思う = 3」，「どちらかといえばで

きないと思う = 2」，「できないと思う = 1」，である．

表 5 のWilcoxonの符号付順位検定結果をみると，Q1

のアンケート調査フォームの作成やQ2の基本集計，また，

Q3の 2群の差の検定，Q4の 3群以上の差の検定，Q5の

多重比較，Q6のカイ二乗検定，Q7の Fisherの正確確率検

定によるそれぞれの有意差検定ができるかの質問に対し，

すべて高い有意差が認められた（p < 0.001）．効果量も大

きい（効果量の目安は図 5 を参照）．また，それぞれの実

施年度において，Q3–Q7の統計的検定に関わる偏差の平

均値は Q1のアンケート調査フォームの作成と Q2の基本

集計より高い．以上より，本システムを用いた統計的検定

の経験によって受講者の意識に変容が生じたことが確認で

きた．

なお，Q3–Q7の質問項目の「～検定ができる」における

「できる」の意味には，言葉の曖昧性は残るが，「検定結果

の読み取りができる」を含んでいるといえる．なぜなら，

本システムは検定結果を自動で示してくれており，単に p

値のような検定結果を求められるか否かに対する回答で

あったならば，表 5 の「実施後」の平均得点は 4.00または

4に近い得点になったはずである．ところが，実際に「で

きると思う」（= 4）と回答した人は 2018年度の Q3が 22

人，Q4が 15人，Q5が 18人，Q6が 18人，Q7が 15人で

平均 19.3%しかいなかった．同様に 2019年度は Q3が 12

人，Q4が 10人，Q5が 10人，Q6が 17人，Q7が 13人，

平均が 20.3%であった．また，手動で作成する Q1より自

動で検定結果が得られる Q3–Q7の平均得点が低かった理

由も検定結果の読み取りが主な原因であったと考えられる

からである．

次に，回答者の個人差によるシステムの持つ学習支援効

果に違いがあるかを確かめるために，「今回の課題を除い

て，アンケート調査で得られたデータを用いてあなた自身

が「検定」などの統計分析を行ったことはあるか？」の「あ

る」群と「ない」群に分け，授業実施前と後の Q1–Q7に

対し，群ごとに対応のある差の検定を実施した．表 6 にそ

の結果を示した．Q1–Q7の詳細と 4段階の尺度は表 5 と

同じであり，---は非正規分布であったため不採用したこと

を指す．

Wilcoxonの符号付順位検定結果をみると，2018年度の
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表 6 検定などの統計分析を行った経験の有無による対応のある差の検定結果

Table 6 Results of paired test depending on existence of experience with statistical

analysis such as verification.

「ある」の Q1のアンケート調査フォームの作成とQ2の基

本集計を除くすべての項目で有意差が認められ，効果量も

2018年度のQ6が中で他は大きかった．検定機能と無関係

の質問項目の 2018年度のQ1とQ2を除くすべての統計的

検定機能において，個人差に関係なく本システムの活用に

よる受講者の意識に変容が生じたことが確認できた．

表 7 に「BuMocのマニュアルを読んだか？」に対して

「読んだ（1 群）」と「どちらかといえば読んだ（2 群）」，

「どちらかといえば読まなかった・読まなかった（3群）」

の 3群分けによる差の検定結果を示した．質問項目の詳細

は表 5 と同じであり，Jarque-Bera検定結果 2019年度の

Q7を除くすべてが正規分布であった．等分散性の確認は

Bartlett検定（p < 0.05）で行った．差の検定は一元配置

分散分析と Kruskal-Wallis検定で，多重比較は Tukey法

（Tukey-Kramer）と Steel-Dwass法で行った．多重比較の

有意差判定はステューデント化された範囲の表による棄却

限界値を適用した．--は，非等分散であったため不採用し

たことを指す．-は，Kruskal-Wallis検定で有意でなかった

ため多重比較を行わなかったことを指す．平均得点は 4段

階評価によるものであり，尺度は，「読んだ = 4」，「どちら

かといえば読んだ = 3」，「どちらかといえば読まなかった

= 2」，「読まなかった = 1」，である．

表の 2019年度の Q3の平均得点において，1群は「実施

前」1.18から「実施後」3.19，2群は 1.72から 2.59，3群

は 1.75から 2.53へ変容した．すなわち実施前には平均得

点が最も低かった 1群が，マニュアルを読むことで実施後

に他群より高く変容したことになる．2018年度の Q4と

2019年度の Q5も同じであった．また，「実施前」の 1群

の平均得点が他群より高かった 2018年度の Q1，2018年

度の Q2，2018年度の Q3，2019年度の Q6を除くほかも

「実施後」に他群より平均得点が最も高く変容した．加え

て，2018年度の Q7を除く「実施後」のすべての 1群の平

均得点は他より高い．

Kruskal-Wallis検定と Steel-Dwass法による多重比較の

結果をみると，「実施前」は 1群と他群間に違いは認めら

れなかったが，「実施後」の Q3と Q5に両年度ともに有意

差が認められた．また，Q6を除く Q1と Q2，Q4は 2018

年度に，Q7は 2019年度に 1群と他群間に有意差が認めら

れた．

以上から，本システムを用いた統計的検定の学習にあ

たって主な情報源であるマニュアルの活用は有効であるこ

とが示唆された．
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表 7 「BuMocのマニュアルを読んだか？」に対する「読んだ（1群）」と「どちらかといえば読んだ（2群）」，「ど

ちらかといえば読まなかった・読まなかった（3 群）」における授業実施前と後の 3 群間の差の検定結果

Table 7 Test results of the difference among 3 groups before and after the class in response to the ques-

tion “Did you read the BuMoc’s manual?” (Group 1: read, group 2: somewhat read and group

3: rather did not read and did not read).

5.3 今後の課題

まずは，「マニュアルの説明文に内容の意味が難しい箇

所があったのでもう少しかみ砕いて書いてほしい．」とい

う自由記述の回答があり，マニュアルの有用性をさらに引

き上げるためにはマニュアルのよりきめ細かな記述が望ま

れた．
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また，「アンケート項目の作成，集計などが容易にでき

る．アンケート回答先，集計，統計が 1つのサイトで一貫

して行える」，「分析ツールがすでにできあがっているので，

操作しやすく，面白いと思う」といった肯定的な自由記述

の回答もあるものの，「操作しにくい」，「使い方が難しい」，

「やり方が分かりにくい」といった否定的な回答もみられ

たことからシステムの使いやすさもさらに改善する必要が

ある．

なお，大学の 15コマ授業で表 3 の授業形式を 2度実施

することで，統計的検定の経験を繰り返した際の学習支援

効果を評価することも有効であろうと考える．受講者は自

らの失敗から学び，また 1度目の経験から生じた変容を生

かすことができ，より高い変容が期待されるからである．

6. 議論

6.1 学術的・技術的意義

本稿の学術的・技術的意義は， 1© 統計的検定手法の選択
の誤りへの対応， 2© 統計的検定の簡便さをあげられる．

1© 統計的検定手法の選択の誤りへの対応：前述のよう

にデータが正規分布に従わないときに，パラメトリック検

定を使用してしまう統計学的誤りは研究論文にもよくみら

れる [16]．本システムは採用できない検定手法に対して自

動判別機能を備え付けており，統計的検定手法の選択の誤

りを防止できる．

2© 統計的検定の簡便さ：本システムとエクセル統計を

用いて表 7 の 2018年度の実施前と実施後の一元配置分散

分析とKruskal-Wallis検定結果を得るまでのプロセスを比

較すると，本システムは 1回の実行クリックで結果を得ら

れる．エクセル統計は 28回繰り返して実行しなければな

らない．また，エクセル統計は複数の分析ツールの中で自

ら適切かつ順序良く手法を適用，実行しなければならない．

本システムの簡便さによって，平均値や比率の比較，クロ

ス集計などにとどまりがちなデータ分析を，統計的検定ま

で繰り返し経験でき，統計の活用を意識した統計思考力を

養うことが期待できる．また，手間も省けて複数の統計的

検定結果を同時に検討できることで有意な差を見抜くこと

ができる効果も期待される．エクセル統計を比較対象とし

た理由は，SPSSなどに比べ精度に遜色なく手順が簡便で

費用の面からも教育現場に導入しやすいからである．

6.2 初心者の学習支援用としての限界

前述した本システムの持つ学習支援効果は回答者の「意

識」を問い評価したもので，実際に正しい統計的検定がで

きるか否かに関する「事実」を評価したものではない．本

システムは正しい統計的検定結果を自動で示してくれるこ

とを前提に議論を進めているため，ここでいう事実とは，

示された検定結果を正しく解釈できるか否かを指す．

そこで，星野 [28] によると，諸要因が制御された実験

データでない調査観察データによる因果推論を行う際には，

データ偏りや選択バイアスを無視してしまうと誤った結論

が導かれることすらある．すなわち，備え付けアンケート

調査機能を用いることで得られる観察データの分析におい

て，特に初心者による誤った解釈が行われてしまう可能性

は否めない．既存の統計ソフトも同様であるが，本システ

ムも，誤った解釈を防げるような機能はまだない．現状で

は文献や教師がその役割を果たしており，正しい解釈支援

機能の開発とその有用性評価は残された今後の課題である．

他方，学部生による本システムを用いたアンケート調査

および統計的検定結果が学術論文として採択された事例が

ある [29]．事例の論文仕上げにおいて本システムのマニュ

アルが参照されつつ教師の手助けが加わった．初心者によ

る本システムの活用の際には誤った解釈を防げるためのサ

ポートが望まれる．

6.3 既存統計ソフトとの比較調査の限界

SPSSやエクセル統計，Rなどの既存の統計ソフトを利

用した場合と本システムを利用した場合を比較した調査

も検討したが，本稿では比較調査を行っていない．その理

由は，実験的に比較するまでもなく，次の点で本システム

に実装した検定機能が優れているからである．既存の統計

ソフトを用いる場合は，複数の分析ツールの中で自ら適切

かつ順序良く手法を適用，実行しなければならない．しか

し，本システムはこれらの自動対応機能が備えられている

ため，比較調査を行うと，自動でやってくれる本システム

の評価が高くなるのは想像に難くない．この点について

「（BuMocは）統計が 1つのサイトで一貫して行える．分析

ツールがすでにできあがっているので，操作しやすく，面

白いと思う」といった自由記述の回答からも裏付けられる．

6.4 受講者の変容要因の区分の限界

本研究において，表 3 のように教師による従来型座学

の影響を排除した講義スケジュールの適用や，本システム

とマニュアルのみ活用による自主的な学習形式をとったこ

と，また，「2018年度」と「2019年度」の授業期間中に，

統計的検定について教師に聞きに来た受講者は 1人しかい

なかったことなどから，授業による受講者への影響は極力

排除できるよう実験をデザインした．これらをふまえたう

えで，本システムの起因による変容のみを測る目的で授業

実施後のアンケート質問項目には BuMocを活用すればの

語句を追加し，データを取得，比較分析した．ところが，

表 5 の「偏差の平均値」をみると，2018年度より 2019年

度のほうが全項目で高く，その理由として，2018年度とは

違って，2019年度にはアンケート調査内容を教師が一通り

チェックしたこと，選定されたレポートの閲覧でなく作成

者にプレゼンテーションしてもらう形で分析事例を共有し

たことが変容要因として影響した可能性もうかがえる．し
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かし，本稿の調査では授業による受講者の変容要因を明確

に区分，提示できずこの点について限りがある．

6.5 分析に用いたデータの限界

本稿では「実施前と後の両方回答者」のデータを分析に

用いており，受講者の一部からしか回答は得られていない．

そのため，本システムを用いた授業に対して，学習する達

成要求の低い者の回答をより多く含んだときに本稿と同様

の結果が得られるとは限らない．したがって，本稿の結果

の一般化には留意する必要がある．

7. おわりに

自由記述回答の「（BuMocは）アンケート項目の作成，

集計などが容易にできる．アンケート回答先，集計，統計

が 1つのサイトで一貫して行える」が示唆するように，統

計分析の知識や経験がなくても，計算の仕方や数式，公式

が分からなくても，適切かつ手順をふんだ関連のある複数

の検定結果が同時に得られ，また，採用できる検定結果と

できない検定結果が視覚的に見分けられる機能を備えた統

計的リサーチリテラシー教育支援用システムを開発した．

本システムを用いることで，比較したい群をドラッグアン

ドドロップで指定するだけで正規性の検定から多重比較ま

で 23種類の検定結果が得られる．

受講者数 100人を超える大学 3年生の授業でシステムの

持つ学習支援効果を検討した．授業実施前と後における対

応のある差の検定結果，有意差が認められた．ユーザはシ

ステムのマニュアルを読むことで自主的に各種検定手法を

学ぶことができること，また，検定などの統計分析を行っ

た経験の有無にかかわらず学習支援効果が高いことが示唆

された．

今後の課題として，システムのインタフェースの向上と

マニュアルの充実および正しい解釈支援機能の開発が残さ

れた．
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